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(コード番号:    )－ －親 会 社 名 － 親会社における当社の株式保有比率： ％

米 国 会 計 基 準 採 用 の 有 無 無

1．       の連結業績 (           ～           )16年 2月 期 平 成15年 3月 1日 平 成16年 2月29日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 2月期       74,588     6.6      17,989     5.5      18,388     6.7

15年 2月期       70,000     0.7      17,055     7.1      17,239     4.3

１株当たり 総 資 本 売 上 高潜在株式調整後 株 主 資 本当 期 純 利 益
当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 2月期       10,822    15.2        118.77－     16.7    19.7    24.7

15年 2月期        9,397     9.2        101.28－     16.2    20.0    24.6

(注 )1.持分法投資損益 16年 2月 期           60百万円 15年 2月 期           72百万円
2.期中平均株式数(連結) 16年 2月 期     90,784,457株 15年 2月 期     92,787,060株
3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

      97,218       69,453     71.4        765.2316年 2月期

      89,379       60,232     67.4        654.2415年 2月期

(注 )期末発行済株式数 (連結 ) 16年 2月 期     90,708,680株 15年 2月 期     92,064,565株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
       7,696      △2,258       △2,397       17,41716年 2月期

15年 2月期       14,740      △9,194       △4,543       14,307

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社   12 －     2

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社    1 －     1     1

2．      の連結業績予想 (           ～           )17年 2月期 平 成16年 3月 1日 平 成17年 2月28日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

中 間 期       38,700        8,300        4,800

通 期       77,700       18,600       11,200

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         123円 03銭

※ 上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て い ま す 。
な お 、 当 資 料 の う ち 、 将 来 の 見 通 し 及 び 計 画 に 基 づ く 予 測 に は 、 不 確 実 な 要 素 が 含 ま れ 、 変 動 す る 可
能 性 が あ り ま す 。 従 っ て 、 実 際 の 業 績 は 現 時 点 で の 当 社 の 判 断 に 対 し て 異 な る 可 能 性 も あ り ま す 。
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企業集団の状況 

当社グループは、当社と連結子会社12社、非連結子会社３社及び持分法適用関連会社２社で構成

されており、その主な事業内容と企業集団を構成する各会社の当該事業に係る位置付け並びに事業

部門との関連は次のとおりです。 

［医薬品及び関連製品事業］ 

(国内) ①当社が製造販売しています。 

    ②連結子会社の㈱ジェノファンクションは、遺伝子機能解析に係る受託研究及び新規

遺伝子の網羅的探索に係る受託研究を主な業務としています。 

    ③非連結子会社の㈱国際パップ剤研究所は、医薬品製造会社ですが、現在事業を休止

しています。 

    ④非連結子会社の㈱アール・アール・エフ研究所は、次世代抗菌剤の創製を目的とし

た研究開発を行っていましたが、成果管理会社へ移行しました。 

(海外) ①連結子会社のヒサミツ アメリカ インコーポレイテッドは、当社より製品の供給

を受け、米国で販売を行っています。 

    ②連結子会社の久華有限公司は、当社より製品の供給を受け、台湾で販売を行ってい

ます。 

    ③連結子会社のヒサミツ ファルマセウティカ ド ブラジル リミターダは、当社

より製品並びに原材料の一部の供給を受け、ブラジルで製造及び販売を行っていま

す。 

    ④連結子会社の久光ベトナム製薬有限会社は、当社より原材料の一部の供給を受け、

ベトナムで製造及び販売を行っています。 

    ⑤連結子会社のヒサミツ ユーケー リミテッドは、現在開業準備中の会社で、開業

後は当社より製品の供給を受け、イタリアで販売を行う予定です。 

    ⑥連結子会社のP.T.ヒサミツ  ファルマ インドネシアは、当社より原材料の一部の

供給を受け、インドネシアで製造及び販売を行っています。 

    ⑦持分法適用関連会社の台湾久光製薬股份有限公司は、当社より製品並びに原材料の

一部の供給を受け、台湾で製造及び販売を行っています。 

［有線テレビ放送事業］ 

(国内) ①連結子会社の佐賀シティビジョン㈱は、都市型有線テレビ放送事業、インターネッ

トの接続サービス業を行っています。 

    ②連結子会社の㈱シーアールシーシーメディアは、都市型有線テレビ放送事業、イン

ターネットの接続サービス業を行っています。 

  
［その他の事業］ 

(国内) ①連結子会社の㈱タイヨーは、損害保険代理業等のサービス業を営み、一部当社の動

産、不動産の損害保険契約の代行業を行っています。 

    ②連結子会社の九動㈱は、実験動物の飼育、販売並びに実験機器、材料の販売を行っ

ています。 

    ③連結子会社のタイヨー興産㈱は、当社の広告の取次業を行っています。 

        ④持分法適用関連会社の丸東産業㈱は、包装資材の製造販売並びに包装資材の仕入販

売を行っており、一部当社が供給を受けています。 

    ⑤非連結子会社の㈱タイヨー開発は、不動産の売買、管理会社ですが、現在事業を休

止しています。 

上述の企業集団の状況を系統図によって示すと次のとおりです。 

 



〈　国　　内　〉        〈　海　　外　〉

（有線テレビ放送事業） （医薬品及び関連製品事業）

◎ 　佐賀シティビジョン㈱

◎
　㈱シーアールシーシー
　メディア

（その他の事業）

◎ 　㈱タイヨー

◎ 　九動㈱　　

◎ 　タイヨー興産㈱

▲   丸東産業㈱

（医薬品及び関連製品事業）

◎ 　㈱ジェノファンクション

※
　㈱アール・アール・エフ
　研究所

※ 　㈱国際パップ剤研究所   

※ 　㈱タイヨー開発

 ◎　連結子会社 12社 国内 (6社) 海外 (6社)

 ▲　持分法適用関連会社  2社 国内 (1社) 海外 (1社)

 ※　非連結子会社  3社 国内 (3社) 海外 (-社)

(注)  １  P.Ｔ.サロンパス インドネシアは、平成15年3月の増資引受により、持分法適用関連会社から連結子会社
     になりました。それに伴い、会社名を P.Ｔ.ヒサミツ ファルマ インドネシアに変更しています。
 ２  丸東産業㈱は、平成15年５月から、持分法適用関連会社になりました。
     なお、丸東産業㈱は福岡証券取引所に上場しています。
 ３  ㈱アール・アール・エフ研究所は成果管理会社へ移行し、㈱国際パップ剤研究所及び㈱タイヨー開発は、
     現在事業を休止しています。  

久
　
　
光
　
　
製
　
　
薬
　
　
株
　
　
式
　
　
会
　
　
社

　原材料の供給

　製品の供給

　原材料の供給

　
　　　広告の委託

(注３)

(注３)

   包装材料等の供給

▲

◎

　台湾久光製薬股份有限公司

　P.T.ヒサミツ ファルマ
　インドネシア

◎

　ヒサミツ ユーケー リミテッド

　ヒサミツ ファルマセウティカ
　ド ブラジル リミターダ

　久光ベトナム製薬有限会社

(注３)

　　　広告取次

　　損害保険契約代行

　　実験動物・機器
　　　　の供給

◎

　　医薬品の研究開発
　　設備の賃貸

　製品・原材料
　　の供給

◎

　　　広告の委託 ◎

◎

　製品の供給

　製品の供給

　製品・原材料
　　の供給

　ヒサミツ　アメリカ
　インコーポレイテッド

　久華有限公司

（注２）

（注１）
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経 営 方 針 

 

 

1．基本方針 

当社グループは、創業以来「お客様第一」を基本方針として、積極的に企業活動を推進してお

り、医薬品などの創製・製造・販売を通じて「世界の人々のＱＯＬ（生活の質）向上を目指す」

ことを経営理念として掲げています。       

この理念のもと、国内外において、お客様のニーズに的確に応える商品を提供するとともに、

活発な「顧客創造」活動を展開し、企業価値の向上を図ります。 

 

２．利益配分 

株主の皆様への利益還元を最重要課題と認識し、安定的な配当の継続を基本と考えています。

さらに、業績等を勘案して記念配当または特別配当を上乗せします。 

このほか、株主の皆様への有効な利益還元策として、自己株式取得などの財務諸施策を機動的

に遂行します。 

内部留保資金については、研究開発の推進、生産設備の拡充および海外事業の展開などに重点

的に投資し、経営基盤の強化を図ります。 

 

３．経営指標 

激変する市場環境のもとでも、目標とする売上高の達成と純利益を確保できる強固な企業体質 

を構築するべく、平成 18 年 2 月を達成年度とする中期経営計画を策定し、ＲＯＥ（株主資本利

益率）15％以上の維持を経営目標に掲げ、その確実な達成を目指します。 

 

４．中長期的な経営戦略 

   経営の基本方針に沿って、当社はＴＴＳ（経皮吸収治療システム）研究に基づく新医薬品・ 

新製剤の創製に注力し、独自の「研究開発型医薬品企業」を志向します。 

中期経営計画においては純利益 100 億円、ＲＯＥ15％以上を目標とし、一層の企業の発展を目

指しています。 

さらに、活発な営業活動により、キャッシュ・フローの増大を図るとともに、新しい局所性お

よび全身性の経皮吸収製剤の研究開発ならびに商標、意匠、製造技術、品質管理システムを含め

た当社ブランドの世界展開を推進し、未来資産の形成を図ります。 

 

５．経営管理組織の整備等 

   経営の監督および意思決定機能と業務執行機能の分離・分権化を視野に入れ、双方の機能を強 

化することにより、業績および株主価値の向上を図るとともに、多様な人材を適所に登用する機

会を設けるため、平成 15 年 3 月より執行役員制度を導入しました。 

また、経営の透明性を高めるため、積極的な情報開示に努めるとともに、活発なＩＲ（株主・ 

投資家への広報）活動を通じて、株主および投資家の皆様との円滑なコミュニケーションを図り 

  ます。 

      さらに、企業活動に際しては、法の遵守と企業倫理の高揚に努め、良き企業市民として顧客、

株主、地域住民の皆様との信頼関係を高めていきます。 

 

６．投資単位の引下げ 

   投資家層の拡大と株式の流動性を高めるため、投資単位の引下げが、当社にとって重要な課題 

  であることを認識しています。 

投資単位の引下げについては、業績、市況、費用および効果等を総合的に勘案したうえで慎重

に検討します。 
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経営成績及び財政状態 

 

1. 経営成績 

（１）当期の概況 

① 全般の概況 

                                     （単位：百万円） 

 
前  期 

(平成 15 年 2 月期) 

当  期 

(平成 16 年 2 月期) 

増減率 

(％) 

売  上  高 ７０，０００ ７４，５８８ 6.6  

経 常 利 益 １７，２３９ １８，３８８ 6.7 

当期純利益 ９，３９７ １０，８２２      15.2 

 

当期のわが国経済は、設備投資に一部回復の兆しが見られるものの、構造的なデフレ

状態に伴う雇用環境の悪化や個人消費の低迷等により、依然として厳しい状況で推移し

ました。 

医療用医薬品業界においては、昨年４月に実施された医療費の受診者負担引上げに加

え、種々の医療制度改革が推進されています。 

また、一般用医薬品業界においても、景気低迷の影響を受け、極めて厳しい事業環境

下で推移しました。 

 このような状況のもと、当社は、医療用医薬品については、重点商品の外用鎮痛消炎

剤を中心に、医療機関のニーズに的確に対応した学術情報活動を展開しました。 

 一般用医薬品については、依然として個人消費の冷え込みが続き市場が低迷する中で、

外用鎮痛消炎剤を中心に販売促進に努めました。 

 研究開発については、ＴＴＳ（経皮吸収治療システム）研究に特化し、新しい局所性

および全身性の経皮吸収製剤の開発に注力しました。 

 生産面については、効率化と品質の向上を図るため、生産設備の更新・改良を進める

一方で、地球環境保全のため「ISO 14001」の維持・継続に取り組みました。 

 次に、有線テレビ放送事業およびその他の事業について、当社グループは、お客様へ

のサービスの充実を図り、業績の向上に努めました。 

  このような営業活動の結果、当社グループの当期の売上高は 745 億 8 千 8 百万円（前

期比 6.6％増 45 億 8 千 8 百万円増）となり、当期の利益面については、経常利益は 183

億 8 千 8 百万円（前期比 6.7％増 11 億 4 千 8 百万円増）、当期純利益は 108 億 2 千 2 百

万円（前期比 15.2％増 14 億 2 千 4百万円増）となりました。 

② セグメント別の状況 

医薬品および関連製品事業 

 当期の医薬品および関連製品事業、とりわけ医療用医薬品事業は、医療費の受診者負

担引上げなどの医療制度改革を受けて、先行き極めて不透明な事業環境下で推移しまし

た。このような状況の中で、当社は外用鎮痛消炎剤を中心として、医療機関への適正か

つ、きめ細やかな学術情報活動、すなわち有効性・安全性に関する情報の提供・収集活

動を展開するとともに、重点商品のケトプロフェン含有経皮吸収パッチ剤「モーラステ

ープ」、２倍サイズの同パッチ剤「モーラステープＬ」および経皮吸収パップ剤「モーラ

ス」のシェア拡大に努めました。平成 15 年７月には、フェルビナク含有経皮吸収パッチ

剤「フレックス」を新発売しました。 

  

 



― 5 ― 

 次に、一般用医薬品については、国内市場での激しい販売競争が続く中で、重点商品

サロンパス群の優れた「密着浸透力」を強調しつつ、需要層の拡大および深耕による売

上の伸長に努めました。 

また、お客様の多種多様なニーズにお応えするため、当期においても積極的に新商品

を発売しました。すなわち、外用鎮痛消炎剤として、パップ剤「サロンシップ インドメ

タシンＥＸ」、パッチ剤「フェイタス」、スティック剤「サロンパス スティック」、エア

ゾール剤「エアーサロンパス インドメタシン 1.0%」、にきび治療薬「フレッシング ア

クネクリーム」、にきび予防の「フレッシング アクネソープ」、「フレッシング アクネフ

ォーム」、小児用点眼剤「こどもロビンアイＡ しんかんせん」、小児用乗物酔い止め薬「こ

どもクールスカイ しんかんせん」、健康補助食品「HISAMITSU  MSM」、スキンケア商品「ラ

イフセラ クールマスク」、冷却シート「デコデコクール熱とりゼリー」、一般用医薬品初

の塩酸ブテナフィン含有水虫治療薬「ブテナロック」の関連商品として、「ブテナロック

足洗いソープ」、「ブテナロック足指ミスト」および「ブテナロック足ふきシート」を上

市し、新しい需要層の開拓に努めました。 

有線テレビ放送事業およびその他の事業 

      有線テレビ放送事業および実験動物の生産・販売を含むその他の事業に関して、当社グ

ループは、販路の拡張とお客様へのサービスの充実を図る一方、経営の合理化を推進し、

業績の向上に努めました。 

 

（２）次期の見通し 

                                 （単位：百万円） 

 
当   期 

（平成 16 年 2 月期） 

次期の見通し 

（平成 17 年 2 月期） 

増減率 

(％) 

売 上 高 ７４，５８８ ７７，７００     4.2 

経 常 利 益 １８，３８８ １８，６００ 1.2 

当期純利益 １０，８２２ １１，２００ 3.5 

 

医薬品および関連製品事業 

 医療用医薬品については、本年４月から薬価基準の引き下げ（業界平均 4.2％の引き

下げ）および診療報酬の改定が実施されることになりました。このような厳しい経営環

境のもと、当社は、医療機関への学術情報活動を一段と強化するとともに、医療機関・

患者のニーズに合致した新しい局所性および全身性の経皮吸収製剤の創製を目指します。 

 一般用医薬品については、市場の低迷が長期化し，企業間競争が激化する中で、当社

は、重点商品の外用鎮痛消炎剤の売上伸長を図るとともに、お客様のニーズにお応えで

きるよう既存商品の不断の改良および新商品の開発を推進します。 

 海外の事業展開については、商標、意匠、製造技術および品質管理システムを含めた

当社ブランドの確立を図るとともに、海外製造工場の一層の充実と海外における臨床試

験の促進を図ります。 

有線テレビ放送事業およびその他の事業 

      有線テレビ放送事業および実験動物の生産・販売を含むその他の事業に関して、当社グ

ループは、事業の拡大とお客様へのきめ細かいサービスの提供を図る一方で、経営の合理

化と体質の強化を進め、さらなる業績の向上に努めます。 

次期の業績については，売上高 777 億円（前期比 4.2％増）、経常利益 186 億円（前期 

比 1.2％増）、当期純利益 112 億円（前期比 3.5％増）を見込んでいます。 
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（３）配当について 

当期の利益配当については、株主の皆様のご支援にお応えして、1 株につき 12 円の普

通配当に、「サロンパス発売 70 周年」を記念して 1 株につき２円の記念配当を上乗せし、

1 株当たり 14 円を予定しています。 

      また、次期の利益配当については、当期の記念配当２円を普通配当に組入れ、１株につ

き 14 円を予定しています。 

 

 

２．財政状態  

当期のキャッシュ・フローの状況 

 

（単位：百万円） 

 
前  期 

（平成 15 年 2 月期） 

当  期 

（平成 16 年 2 月期） 

営業活動によるキャッシュ・フロー     １４，７４０   ７，６９６ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ９，１９４ △ ２，２５８ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ４，５４３     △ ２，３９７ 

現金及び現金同等物の期末残高 １４，３０７      １７，４１７ 

 

      当期の営業活動から得た資金は、76 億 9 千 6 百万円となり、前期に比べて 70 億 4 千 4

百万円減少しました。これは主に、「売上債権の増加額」および「法人税等の支払額」の

増加などによるものです。 

投資活動に使用した資金は 22 億 5 千 8 百万円となり、前期に比べて 69 億 3 千 5 百万

円減少しました。これは主に、「有形固定資産の取得による支出」および「投資有価証券

の取得による支出」の減少ならびに、「投資有価証券の償還による収入」の増加などによ

るものです。 

財務活動に使用した資金は 23 億 9 千 7 百万円となり、前期に比べて 21 億 4 千 6 百万

円減少しました。これは主に、「自己株式の取得による支出」および「長期借入金の返済

による支出」の減少などによるものです。 

上記の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前期末に比べて 31億9百万円増加し、

174 億 1 千 7百万円となりました。 
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  連結財務諸表等 

  連結財務諸表 

① 連結貸借対照表 

 

  
前連結会計年度 

(平成15年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成16年２月29日) 
比較増減 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  14,340 17,379   3,038

２ 受取手形及び売掛金 ※５ 17,502 22,468   4,966

３ 有価証券  2,048 501   △1,546

４ たな卸資産  5,195 5,191   △3

５ 繰延税金資産  725 658   △67

６ その他  1,728 1,906   177

  貸倒引当金  △127 △156   △29

流動資産合計  41,413 46.3 47,949 49.3  6,536

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1) 建物及び構築物 ※2,4 25,829 26,886  1,056 

減価償却累計額  △12,131 13,698 △13,105 13,780  △974 82

(2) 機械装置及び 
  運搬具 

※２ 18,706 19,732  1,026 

減価償却累計額  △13,249 5,456 △14,343 5,388  △1,094 △68

(3) 工具・器具及び 
  備品 

※２ 10,167 10,441  274 

減価償却累計額  △6,037 4,129 △6,262 4,179  △224 49

(4) 土地 ※６ 11,366 11,370   4

(5) 建設仮勘定  2,512 1,900   △612

有形固定資産合計  37,164 (41.6) 36,620 (37.7)  △544

２ 無形固定資産    

(1) ソフトウェア  458 337   △121

(2) その他  9 12   2

無形固定資産合計  468 (0.5) 349 (0.4)  △118

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券 ※1,2 6,012 7,642   1,630

(2) 繰延税金資産  2,597 1,919   △678

(3) その他  2,240 3,165   925

貸倒引当金  △517 △428   88

投資その他の資産
合計 

 10,333 (11.6) 12,299 (12.6)  1,965

 固定資産合計  47,966 53.7 49,269 50.7  1,302

資産合計  89,379 100.0 97,218 100.0  7,839
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前連結会計年度 

(平成15年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成16年２月29日) 
比較増減 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金 ※５ 7,706 7,909   202

２ 短期借入金 ※２ 689 1,389   699

３ 未払金  6,002 5,565   △437

４ 未払法人税等  5,675 3,228   △2,447

５ 返品調整引当金  198 275   77

６ 賞与引当金  499 515   16

７ その他  823 988   164

流動負債合計  21,595 (24.2) 19,871 (20.4)  △1,723

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※２ 1,612 1,505   △107

２ 再評価に係る 
  繰延税金負債 

※６ 1,954 1,893   △61

３ 退職給付引当金  2,583 2,709   125

４ 役員退職給与引当金  866 947   81

５ 連結調整勘定  ― 95   95

６ その他  58 74   15

固定負債合計  7,075 (7.9) 7,224 (7.5)  149

負債合計  28,670 32.1 27,096 27.9  △1,574

(少数株主持分)    

少数株主持分  476 0.5 668 0.7  192

(資本の部)    

Ⅰ 資本金 ※７ 8,473 (9.5) 8,473 (8.7)  ―

Ⅱ 資本剰余金  8,241 (9.2) 8,241 (8.5)  ―

Ⅲ 利益剰余金  47,470 (53.1) 57,132 (58.7)  9,661

Ⅳ 土地再評価差額金 ※６ 2,728 (3.0) 2,790 (2.9)  61

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

 △389 (△0.4) 1,084 (1.1)  1,474

Ⅵ 為替換算調整勘定  △756 (△0.8) △1,037 (△1.1)  △280

Ⅶ 自己株式 ※８ △5,537 (△6.2) △7,232 (△7.4)  △1,695

資本合計  60,232 67.4 69,453 71.4  9,220

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 89,379 100.0 97,218 100.0  7,839
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② 連結損益計算書 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

比較増減 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 

Ⅰ 売上高  70,000 100.0 74,588 100.0  4,588

Ⅱ 売上原価 ※2,3 21,174 30.2 23,210 31.1  2,035

売上総利益  48,825 69.8 51,378 68.9  2,552

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 31,769 45.4 33,388 44.8  1,618

営業利益  17,055 24.4 17,989 24.1  933

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  124 44  △79 

２ 受取配当金  59 97  38 

３ 連結調整勘定償却額  ― 24  24 

４ 持分法による投資 
  利益 

 72 60  △11 

５ その他  369 625 0.9 330 557 0.7 △38 △67

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  183 28  △154 

２ 為替差損  166 63  △103 

３ その他  91 441 0.7 67 159 0.1 △24 △282

経常利益  17,239 24.6 18,388 24.7  1,148

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※４ 0 10  10 

２ 国庫補助金  444 220  △224 

３ 貸倒引当金戻入益  ― 444 0.6 94 325 0.4 94 △119

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産処分損 ※５ 43 73  29 

２ 固定資産圧縮損 ※６ 444 220  △224 

３ 投資有価証券評価損  560 523  △36 

４ 貸倒引当金繰入額  41 2  △38 

５ 会員権評価損  ― 20  20 

６ その他  0 1,090 1.5 ― 840 1.1 △0 △250

税金等調整前当期 
純利益 

 16,594 23.7 17,873 24.0  1,279

法人税、住民税及び
事業税 

 7,739 7,167  △571 

法人税等調整額  △664 7,075 10.1 △261 6,906 9.3 402 △169

少数株主利益(減算)  120 0.2 144 0.2  23

当期純利益  9,397 13.4 10,822 14.5  1,424
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③ 連結剰余金計算書 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年３月１日
至 平成15年２月28日)

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日
至 平成16年２月29日)

比較増減 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  8,241 8,241  ―

Ⅱ 資本剰余金増加高  ― ―  ―

Ⅲ 資本剰余金減少高  ― ―  ―

Ⅳ 資本剰余金期末残高  8,241 8,241  ―

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  38,976 47,470  8,494

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１ 当期純利益  9,397 9,397 10,822 10,822 1,424 1,424

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１ 配当金  847 1,104 257 

２ 役員賞与  56 56 ― 

  (うち監査役賞与)  (5) 903 (5) 1,160 ― 257

Ⅳ 利益剰余金期末残高  47,470 57,132  9,661
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④ 連結キャッシュ・フロー計算書 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年３月１日
至 平成15年２月28日)

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

比較増減 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前当期純利益  16,594 17,873 1,279

２ 減価償却費  3,127 3,564 436

３ 連結調整勘定償却額  ― △24 △24

４ 退職給付引当金の増加額 
  (△は減少額) 

 △127 123 251

５ 役員退職給与引当金の 
  増加額 

 61 81 19

６ 賞与引当金の増加額  17 16 △1

７ 貸倒引当金の増加額 
    (△は減少額) 

 410 △59 △470

８ 返品調整引当金の増加額  1 77 75

９ 受取利息及び受取配当金  △183 △142 41

10 支払利息  183 28 △154

11 為替差損(△は差益)  31 △21 △52

12 持分法による投資利益  △72 △60 11

13 投資有価証券評価損  560 523 △36

14 会員権売却・評価損  ― 20 20

15 固定資産圧縮損  444 220 △224

16 売上債権の増加額  △92 △4,851 △4,758

17 たな卸資産の減少額 
  (△は増加額) 

 △675 51 727

18 その他流動資産の増加額  △248 △174 73

19 支払債務の増加額 
    (△は減少額) 

 △511 286 797

20 その他流動負債の減少額  △1,121 △207 913

21 役員賞与の支払額  △56 △56 ―

22 その他  △318 △49 268

小計  18,027 17,219 △807

23 利息及び配当金の受取額  185 143 △42

24 利息の支払額  △184 △28 155

25 法人税等の支払額  △3,287 △9,637 △6,349

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 14,740 7,696 △7,044

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の増減による 
  収入(△は支出) 

 5 64 59

２ 有形固定資産の取得に 
  よる支出 

 △7,262 △3,274 3,988

３ 有形固定資産の売却に 
  よる収入 

 47 26 △21

４ 無形固定資産の取得に 
  よる支出 

 △47 △23 23

５ 有価証券の取得による 
  支出 

 △6,168 △2,982 3,185

６ 有価証券の売却による 
  収入 

 6,167 2,982 △3,185

７ 投資有価証券の取得に 
  よる支出 

 △2,061 △251 1,810
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前連結会計年度 

(自 平成14年３月１日
至 平成15年２月28日)

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

比較増減 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

８ 投資有価証券の売却及び 
  償還による収入 

 102 2,000 1,897

９ 貸付による支出  △67 △852 △784

10 貸付金の回収による収入  80 52 △28

11 その他  9 ― △9

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △9,194 △2,258 6,935

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入の増減による 
収入 

 5 686 681

２ 長期借入による収入  868 676 △192

３ 長期借入金の返済による 
  支出 

 △1,449 △754 695

４ 少数株主への配当金の 
支払額 

 ― △137 △137

５ 少数株主からの払込みに 
  よる収入 

 94 ― △94

６ 自己株式の取得による 
  支出 

 △3,213 △1,763 1,450

７ 配当金の支払額  △847 △1,104 △257

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △4,543 △2,397 2,146

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
  係る換算差額 

 △255 △110 144

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加額 

 747 2,930 2,183

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 13,559 14,307 747

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う 
現金及び現金同等物の 
増加高 

 ― 179 179

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  期末残高 

 14,307 17,417 3,109
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(イ)連結子会社数 11社 

連結子会社の名称 

株式会社タイヨー 

九動株式会社 

佐賀シティビジョン株式会社 

株式会社シーアールシーシーメディア 

タイヨー興産株式会社 

株式会社ジェノファンクション 

ヒサミツ アメリカ インコーポレイテッド 

ヒサミツ ファルマセウティカ ド ブラジル

リミターダ 

久光ベトナム製薬有限会社 

久華有限公司 

ヒサミツ ユーケー リミテッド 

なお、ヒサミツ ファルマセウティカ デ

マナウス リミターダは、ヒサミツ ファル

マセウティカ ド ブラジル リミターダに

吸収合併されたことにより、連結の範囲から

除外しました。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(イ)連結子会社数 12社 

連結子会社の名称 

株式会社タイヨー 

九動株式会社 

佐賀シティビジョン株式会社 

株式会社シーアールシーシーメディア 

タイヨー興産株式会社 

株式会社ジェノファンクション 

ヒサミツ アメリカ インコーポレイテッド 

ヒサミツ ファルマセウティカ ド ブラジル

リミターダ 

久光ベトナム製薬有限会社 

久華有限公司 

ヒサミツ ユーケー リミテッド 

P.T. ヒサミツ ファルマ インドネシア 

前連結会計年度において持分法適用関連会社

であったP.T.サロンパスインドネシアは、増

資の引受に伴い子会社となったため、連結の

範囲に加えました。なお、会社名をP.T. ヒサ

ミツ ファルマ インドネシアに変更していま

す。 

(ロ)非連結子会社数 ３社 

非連結子会社の名称 

株式会社アール・アール・エフ研究所 

株式会社国際パップ剤研究所 

株式会社タイヨー開発 

(非連結子会社について連結の範囲から除いた理

由) 

非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等はいずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲

から除いています。 

(ロ)非連結子会社数 ３社 

非連結子会社の名称 

株式会社アール・アール・エフ研究所 

株式会社国際パップ剤研究所 

株式会社タイヨー開発 

(非連結子会社について連結の範囲から除いた理

由) 

同左 
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前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

２ 持分法の適用に関する事項 

(イ)持分法適用の非連結子会社数 ―社 

２ 持分法の適用に関する事項 

(イ)持分法適用の非連結子会社数 ―社 

(ロ)持分法適用の関連会社数   ２社 

台湾久光製薬股份有限公司 

P.T.サロンパスインドネシア 

(ロ)持分法適用の関連会社数   ２社 

台湾久光製薬股份有限公司 

丸東産業株式会社 

丸東産業株式会社は、実質的に影響力を持つこ

とになったため、当連結会計年度より持分法の

適用範囲に加えています。 

また、前連結会計年度において持分法適用関連

会社であったP.T.サロンパスインドネシアは、

増資の引受に伴い連結子会社となったため、持

分法の適用範囲から除外しています。 

(非連結子会社について持分法を適用しない理由)

上記非連結子会社はそれぞれ当期純利益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

として重要性がないため、持分法の適用から除外

しています。 

なお、持分法を適用していない関連会社はありま

せん。 

(非連結子会社について持分法を適用しない理由)

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は、

次のとおりです。 

会社名 決算日 

ヒサミツ アメリカ インコー

ポレイテッド 

12月31日

ヒサミツ ファルマセウティカ 

ド ブラジル リミターダ 

12月31日

久光ベトナム製薬有限会社 12月31日

久華有限公司 12月31日

ヒサミツ ユーケー リミテッ

ド 

12月31日

 

 

上記の連結子会社については、連結決算日との差異

が３ヵ月を超えないので、当該連結子会社の決算日

現在の財務諸表を使用しています。 

なお、当該子会社の決算日と連結決算日との間に重

要な取引が生じた場合、連結上必要な調整を行って

います。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は、

次のとおりです。 

会社名 決算日 

ヒサミツ アメリカ インコー

ポレイテッド 

12月31日

ヒサミツ ファルマセウティカ 

ド ブラジル リミターダ 

12月31日

久光ベトナム製薬有限会社 12月31日

久華有限公司 12月31日

ヒサミツ ユーケー リミテッ

ド 

12月31日

P.T. ヒサミツ ファルマ インド

ネシア 

12月31日

同左 
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前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

イ 満期保有目的の債券 

  償却原価法によっています。 

ロ その他有価証券 

 ａ) 時価のあるもの 

   連結決算日の市場価格等にもとづく時価

法によっています。 

   評価差額は全部資本直入法によって処理

し、売却原価は移動平均法によって算定

しています。 

 ｂ) 時価のないもの 

   移動平均法による原価法によっていま

す。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

イ 満期保有目的の債券 

同左 

ロ その他有価証券 

 ａ) 時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 ｂ) 時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

先入先出法による原価法 

② たな卸資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定率法によっていま

す。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっていま

す。 

また、在外連結子会社は主として定額法によっ

ています。 

② 無形固定資産及び長期前払費用 

定額法によっています。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっています。ただし、

無形固定資産のうち、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっています。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

② 無形固定資産及び長期前払費用 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不

能見込額を計上しています。 

イ) 一般債権 

貸倒実績率によっています。 

ロ) 貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

財務内容評価法によっています。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不

能見込額を計上しています。 

イ) 一般債権 

同左 

ロ) 貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

同左 

② 返品調整引当金 

当社は期末日後の返品による損失に備えるた

め、法人税法の規定に基づいて限度相当額を

計上しています。 

② 返品調整引当金 

同左 

③ 賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は従業員に対して支

給する賞与の支出に充てるため、将来の支給

見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上

しています。 

③ 賞与引当金 

同左 
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前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

④ 退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生していると認

められる額を計上しています。 

数理計算上の差異については、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理し

ています。また、過去勤務債務については、

その発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（２年）による按分額を

費用処理しています。 

④ 退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生していると認

められる額を計上しています。 

数理計算上の差異については、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理し

ています。 

⑤ 役員退職給与引当金 

当社は役員の退職金支給に充てるため、内規

に基づく支給見積額を計上しています。 

  ⑤ 役員退職給与引当金 

同左 

(4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の

財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨

建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しています。なお、在外子会社等の資産及び

負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資本の部における「為替

換算調整勘定」に含めています。 

(4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の

財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨

建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れたもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっています。 

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 

 

 

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっています。 

―――― 

消費税等の会計処理 

同左 

 

       １株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」

(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第４号)が平成14年４月１日以降

開始する連結会計年度から適用されることにな

ったことに伴い、当連結会計年度から同会計基

準及び適用指針によっています。なお、これに

よる影響については、「１株当たり情報に関す

る注記」に記載しています。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法を採用しています。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 
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前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、発生年度に一括償却しています。

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却しています。

ただし、金額の僅少なものについては、発生年度

に一括償却しています。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中の確定した利益処分に基づいて

作成しています。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性が高

く、容易に換金可能であり、かつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっ

ています。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左 

 

(追加情報) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

１ 連結貸借対照表 

当連結会計年度から連結財務諸表規則の改正によ

り、「資本準備金」は「資本剰余金」として、「連

結剰余金」は「利益剰余金」として、「再評価差額

金」は「土地再評価差額金」として、「子会社所有

の親会社株式」は「自己株式」に含めて表示してい

ます。 

―――― 

２ 連結剰余金計算書 

当連結会計年度から連結財務諸表規則の改正によ

り、資本剰余金の部及び利益剰余金の部に区分し、

「連結剰余金期首残高」は「利益剰余金期首残高」

として、「連結剰余金増加高」は「利益剰余金増加

高」として、「連結剰余金減少高」は「利益剰余金

減少高」として、「連結剰余金期末残高」は「利益

剰余金期末残高」として、「当期純利益」は「利益

剰余金増加高」の内訳として表示しています。 

―――― 

３ 自己株式及び法定準備金取崩等会計 

当連結会計年度から「企業会計基準第１号 自己株

式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（平

成14年２月21日企業会計基準委員会）を適用してい

ます。この変更に伴う損益に与える影響は軽微で

す。 

―――― 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 

前連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成16年２月29日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと
おりです。 

投資有価証券(株式) 693百万円
 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと
おりです。 

投資有価証券(株式) 479百万円
 

※２ 担保提供資産の状況は以下のとおりです。 

(提供資産) 

建物及び構築物 920百万円 (帳簿価額)

機械装置及び運搬具 295 (  〃  )

投資有価証券 1,033 (  〃  )

計 2,249 (  〃  )

(上記資産に対する債務) 

短期借入金 224百万円

長期借入金 1,475 

計 1,699 
 

※２ 担保提供資産の状況は以下のとおりです。 

(提供資産) 

建物及び構築物 1,015百万円 (帳簿価額)

機械装置及び運搬具 284 (  〃  )

工具・器具及び備品 54 (  〃  )

投資有価証券 1,118 (  〃  )

計 2,472 (  〃  )

(上記資産に対する債務) 

短期借入金 168百万円

長期借入金 1,159 

計 1,328 
 

３ 受取手形割引高           39百万円 ３ 受取手形割引高            45百万円
※４ 国庫補助金による圧縮記帳額は、602百万円であ

り、連結貸借対照表計上額は、この圧縮記帳額を
控除しています。 

※４ 国庫補助金による圧縮記帳額は、824百万円であ
り、連結貸借対照表計上額は、この圧縮記帳額を
控除しています。 

※５         ―――― ※５ 連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理しています。 

したがって当連結会計年度末日が金融機関の休

日であったため、次の連結会計年度末日満期手

形は当連結会計年度末残高に含まれています。 

受取手形 1,124百万円

支払手形 601百万円
 

※６ 土地の再評価法の適用 
「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31
日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31日
改正)に基づき事業用土地の再評価を行い、当該
評価差額のうち法人税その他の利益に関連する金
額を課税標準とする税金に相当する金額を「再評
価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上
し、当該繰延税金負債を控除した金額を「土地再
評価差額金」として資本の部に計上しています。

※６ 土地の再評価法の適用 
同左 

再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月
31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価
税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地価
税の課税標準の計算の基礎となる土地の価額を算
出するために、国税庁長官が定めて公表した方法
により算出した価額に合理的調整を行って算出し
ています。 

再評価の方法 
同左 

再評価を行った年月日 平成13年２月28日

同法律第10条に定める、再評価を行った事業用土
地の当期末における時価の合計額が当該事業用土
地の再評価後の帳簿価額の合計額を下回る金額は
1,044百万円です。 

再評価を行った年月日 同左 

同法律第10条に定める、再評価を行った事業用土
地の当期末における時価の合計額が当該事業用土
地の再評価後の帳簿価額の合計額を下回る金額は
1,287百万円です。 
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前連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成16年２月29日) 

※７ 当社の発行済株式総数は、以下のとおりです。 

普通株式 95,164,895株
 

※７ 当社の発行済株式総数は、以下のとおりです。 

普通株式 95,164,895株
 

※８ 連結会社が保有する自己株式の数は、以下のとお
りです。 

普通株式 3,100,330株

なお、自己株式の連結貸借対照表計上額には、連
結子会社が保有する親会社株式の少数株主持分相
当額で少数株主持分から控除しきれなかった額
678百万円を含んでいます。 

※８ 連結会社が保有する自己株式の数は、以下のとお
りです。 

普通株式 4,389,426株

なお、自己株式の連結貸借対照表計上額には、連
結子会社が保有する親会社株式の少数株主持分相
当額で少数株主持分から控除しきれなかった額
610百万円を含んでいます。 

 

(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりです。 

広告宣伝費 5,203百万円

販売促進費 7,297 

荷造運賃費 1,092 

貸倒引当金繰入額 377 

給料及び手当 4,289 

賞与引当金繰入額 299 

退職給付引当金繰入額 382 

役員退職給与引当金繰入額 61 

研究開発費 6,550 

うち賞与引当金繰入額 74 

退職給付引当金繰入額 89 
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりです。 

広告宣伝費 5,493百万円

販売促進費 7,453 

荷造運賃費 1,101 

貸倒引当金繰入額 31 

給料及び手当 4,517 

賞与引当金繰入額 308 

退職給付引当金繰入額 662 

役員退職給与引当金繰入額 256 

研究開発費 7,445 

うち賞与引当金繰入額 73 

退職給付引当金繰入額 173 
 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は6,550百万円

です。 

なお、製造費用に含まれる研究開発費はありませ

ん。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は7,445百万円

です。 

なお、製造費用に含まれる研究開発費はありませ

ん。 

※３ 製造費用に含まれる賞与引当金繰入額は125百万

円及び退職給付引当金繰入額は211百万円です。 

※３ 製造費用に含まれる賞与引当金繰入額は134百万

円及び退職給付引当金繰入額は406百万円です。 

※４ 固定資産売却益の内訳 

(売却益) 

機械装置及び運搬具 0百万円

計 0 
 

※４ 固定資産売却益の内訳 

(売却益) 

機械装置及び運搬具 10百万円

計 10 
 

※５ 固定資産処分損の内訳 

(除却損)  

建物及び構築物 22百万円

機械装置及び運搬具 11 

工具・器具及び備品 9 

計 43 
 

※５ 固定資産処分損の内訳 

(除却損)  

建物及び構築物 31百万円

機械装置及び運搬具 22 

工具・器具及び備品 19 

計 73 
 

※６ 固定資産圧縮損の内訳 

建物及び構築物 444百万円
 

※６ 固定資産圧縮損の内訳 

建物及び構築物 220百万円
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 14,340百万円

有価証券勘定 2,048 

計 16,389 

預金期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△81 

フリー・ファイナンシャル・
ファンド等を除く有価証券 

△2,000 

現金及び現金同等物 14,307 
 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 17,379百万円

有価証券勘定 501 

計 17,880 

預金期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△14 

フリー・ファイナンシャル・
ファンド等を除く有価証券 

△449 

現金及び現金同等物 17,417 
 

２ 重要な非資金取引の内容 

該当事項はありません。 

２ 重要な非資金取引の内容 

該当事項はありません。 
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(セグメント情報) 

事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

当社及び連結子会社の事業区分は、製品の種類、性質等の類似性を考慮し、「医薬品及び関

連製品事業」、「有線テレビ放送事業」及びこれらに属さない「その他の事業」に分類してい

ます。全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る「医薬品及び関連製品事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しています。 

 

当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

当社及び連結子会社の事業区分は、製品の種類、性質等の類似性を考慮し、「医薬品及び関

連製品事業」、「有線テレビ放送事業」及びこれらに属さない「その他の事業」に分類してい

ます。全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る「医薬品及び関連製品事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しています。 

 

 

 

所在地別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本国の割合が

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。 

 

当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本国の割合が

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。 

 

 

 

海外売上高 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しています。 

 

当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しています。 
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(リース取引関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

 
取得価額
相当額 

 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

 
期末残高
相当額 

 
(百万円)

機械装置 

及び運搬具 
590 326 263

工具・器具 
及び備品 

994 416 577

ソフトウェア 10 1 9

合計 1,594 744 850

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してい

ます。 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

 
取得価額
相当額 

 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

 
期末残高
相当額 

 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 

799 447 351

工具・器具 
及び備品 

959 516 442

ソフトウェア 24 9 14

合計 1,782 974 808

(注) 同左 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 332百万円

１年超 517百万円

合計 850百万円

(注) 未経過リース料は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してい

ます。 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 319百万円

１年超 488百万円

合計 808百万円

(注) 同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 335百万円

減価償却費相当額 335百万円
 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 377百万円

減価償却費相当額 377百万円
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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関連当事者との取引 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 氏名 住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

役員の 
兼任等 

事業上
の関係

取引の内容 

取引
金額 
(百万
円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員 中冨博隆 ― ― 

当社代表取締役
社長 
財団法人中冨健
康科学振興財団
理事長 

― 

財 団 理 事
長を兼任 
他に 
兼任なし 
出向なし 
転籍なし 

― 

財団法人中
冨健康科学
振興財団へ
の寄付 

30 ― ―

役員 中冨博隆 ― ― 

当社代表取締役
社長 
財団法人中冨記
念財団理事長 

― 

財 団 理 事
長を兼任 
他に 
兼任なし 
出向なし 
転籍なし 

― 
財団法人中
冨記念財団
への寄付 

50 ― ―

株式会社デ
ィナベック
研究所への
建物賃貸 

102 ― ―

役員 中冨博隆 ― ― 

当社代表取締役
社長 
株式会社ディナ
ベック研究所代
表取締役社長 

直接5.19
間接  0

代 表 取 締
役 社 長 を
兼任 
他に 
兼任１名 
出向３名 
転籍なし 

設備の
賃貸 

株式会社デ
ィナベック
研究所の増
資の引受 

53 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引金額には消費税等は含まれていません。 

財団法人中冨健康科学振興財団及び財団法人中冨記念財団への寄付は、いわゆる第三者のための取引です。

なお、㈱ディナベック研究所の増資の引受についても同様です。 

建物の賃貸料は、近隣の取引実勢価格に基づいて所定の金額を決定しています。 

増資に対する引受は、第三者割当増資を額面で引受けたものです。 

 

当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 氏名 住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

役員の 
兼任等 

事業上
の関係

取引の内容 

取引
金額 
(百万
円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員 中冨博隆 ― ― 

当社代表取締役
社長 
財団法人中冨記
念財団理事長 

― 

財 団 理 事
長を兼任 
他に 
兼任なし 
出向なし 
転籍なし 

― 
財団法人中
冨記念財団
への寄付 

50 ― 

株式会社デ
ィナベック
研究所への
建物賃貸 

102 ― 

役員 中冨博隆 ― ― 

当社代表取締役
社長 
株式会社ディナ
ベック研究所代
表取締役社長 

直接5.04
間接  0

代 表 取 締
役 社 長 を
兼任 
他に 
出向２名 
転籍なし 

設備の
賃貸 株式会社デ

ィナベック

研究所の増

資の引受 

53 ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引金額には消費税等は含まれていません。 

財団法人中冨記念財団への寄付は、いわゆる第三者のための取引です。なお、㈱ディナベック研究所の増資

の引受についても同様です。 

建物の賃貸料は、近隣の取引実勢価格に基づいて所定の金額を決定しています。 

増資に対する引受は、第三者割当増資を額面で引受けたものです。 
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(税効果会計関係) 

 

前連結会計年度末 
(平成15年２月28日) 

当連結会計年度末 
(平成16年２月29日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

退職給付引当金繰入限度超過額 594百万円

役員退職給与引当金 361

未払事業税 507

貸倒引当金繰入限度超過額 247

出資金評価損 322

会員権評価損 297

投資有価証券評価損 477

賞与引当金損金算入限度超過額 72

その他有価証券評価差額金 279

繰越欠損金 44

その他 163

繰延税金資産小計 3,367

評価性引当額 △44

繰延税金資産の純額 3,323
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) 

退職給付引当金繰入限度超過額 713百万円

役員退職給与引当金 382

未払事業税 361

貸倒引当金繰入限度超過額 266

子会社株式・出資金評価損 557

会員権評価損 295

投資有価証券評価損 392

賞与引当金損金算入限度超過額 182

繰越欠損金 439

その他 161

繰延税金資産小計 3,752

評価性引当額 △445

繰延税金資産合計 3,306

(繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 △729

繰延税金負債合計 △729

差引:繰延税金資産の純額 2,577
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.7％

(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない 
項目 

1.6

受取配当金等永久に益金に算入され 
ない項目 

△0.1

住民税均等割額 0.1

その他 △0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.6
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.7％

(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない 
項目 

1.2

受取配当金等永久に益金に算入され 
ない項目 

△0.1

住民税均等割額 0.1

事業税率変更に伴う影響額 0.6

試験研究費特別税額控除 △5.1

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.6
  

３ 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が公布され、平成16年４月１日以後開始す

る連結会計年度より適用されることにより、当社及び

国内連結子会社の一部においては平成17年３月１日以

後開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時

差異等に係る繰延税金資産等の計算に使用する法定実

効税率が変更されます。この変更により、当連結会計

年度末における一時差異等を基礎として再計算した場

合、当連結会計年度の損益に与える影響額は軽微で

す。なお、実際の影響額は、翌連結会計年度末におけ

る一時差異等を基礎として計算されます。 

３ 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が公布されたことに伴い、当連結会計年度

の繰延税金資産等の計算（平成17年３月１日以後開始

する連結会計年度以降に解消が見込まれるものに限

る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の

41.7％から40.4％に変更されています。 

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額

を控除した金額)が100百万円、再評価に係る繰延税金

負債が61百万円それぞれ減少し、当連結会計年度に計

上された法人税等調整額が100百万円、土地再評価差

額金が61百万円及びその他有価証券評価差額金が23百

万円それぞれ増加しています。 
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(有価証券関係) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

前連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成16年２月29日) 

区分 連結貸借対
照表計上額
(百万円)

時価 
 

(百万円)

差額 
 

(百万円)

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円)

時価 
 

(百万円) 

差額 
 

(百万円)

(時価が連結貸借対照表計上額を 
超えるもの) 

  

① 国債・地方債等 2,450 2,450 0 449 449 0

② 社債 ― ― ― ― ― ―

③ その他 ― ― ― ― ― ―

小計 2,450 2,450 0 449 449 0

(時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの) 

  

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ―

② 社債 ― ― ― ― ― ―

③ その他 ― ― ― ― ― ―

小計 ― ― ― ― ― ―

合計 2,450 2,450 0 449 449 0

 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 

前連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成16年２月29日) 

区分 取得原価
 

(百万円)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

差額 
 

(百万円)

取得原価
 

(百万円)

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円) 

差額 
 

(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの) 

  

① 株式 1,415 1,749 333 3,727 5,727 1,999

② 債券 ― ― ― ― ― ―

③ その他 ― ― ― ― ― ―

小計 1,415 1,749 333 3,727 5,727 1,999

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの) 

  

① 株式 3,728 2,726 △1,002 1,195 1,000 △195

② 債券 ― ― ― ― ― ―

③ その他 ― ― ― ― ― ―

小計 3,728 2,726 △1,002 1,195 1,000 △195

合計 5,144 4,475 △668 4,923 6,727 1,804

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて、145百万円の減損処理を行っていま

す。 
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３ 時価評価されていない主な有価証券 

 

前連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成16年２月29日) 

内容 

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

(その他有価証券)   

① 非上場株式(店頭売買株式を除く) 394 435 

② フリー・ファイナンシャル・ファンド等 0 8 

合計 394 443 

(子会社株式及び関連会社株式)   

① 子会社株式 411 79 

② 関連会社株式 282 400 

合計 693 479 

 

４ 満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

国債・地方債等 2,000 449 ― ―

 

当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

国債・地方債等 449 ― ― ―
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(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

1)取引の内容及び利用目的 

当社グループは、将来の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を利用しています。また外貨

建取引に係る為替変動リスクを回避する目的で為替予

約取引を利用しています。 

1)取引の内容及び利用目的 

同左 

2)取引に対する取組方針 

通貨関連のデリバティブ取引については、外貨建取

引に係る為替変動リスクをヘッジするため、その取引

の範囲内で為替予約取引を利用しています。 

金利関連のデリバティブ取引については、社債利息

に係る金利の変動リスクを回避するために、当該社債

利息相当額について金利スワップ取引を利用していま

す。また将来の借入金に係る利息上昇リスクを回避す

るために、予測される借入金利息相当額の範囲内で金

利スワップ取引並びに金利スワップション取引を利用

しています。 

なお投機目的のデリバティブ取引は行わない方針で

す。 

2)取引に対する取組方針 

同左 

3)取引に係るリスクの内容 

当社グループが利用している為替予約取引及び金利

スワップ取引、金利スワップション取引について、全

て実需の範囲内で行い、デリバティブ取引の契約先

は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相

手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほと

んどないと判断しています。 

3)取引に係るリスクの内容 

同左 

4)取引に係るリスクの管理体制 

当社グループのデリバティブ取引の実行及び管理

は、取引の重要度に応じて取締役会決議または財務部

長決裁を経て財務部で契約し、その内容は適宜取締役

会に報告することとなっています。 

4)取引に係るリスクの管理体制 

同左 

 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

該当事項はありません。 
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(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

厚生年金基金：当社は、平成７年７月１日から従来の退職金制度の一部について久光製薬厚生年

金基金制度を採用しています。 

適格年金  ：当社は、昭和41年３月１日から退職金制度に上積みして適格退職年金制度を採用

しています。 

退職一時金 ：当社及び国内連結子会社は、退職金規定に基づく退職一時金制度を採用していま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を払う場合があります。 

 

２ 退職給付債務等の内容 

(1) 退職給付債務 △10,062百万円

(2) 年金資産 5,536 

(3) 小計(1)＋(2) △4,525 

(4) 未認識数理計算上の差異 2,498 

(5) 合計(3)＋(4) △2,027 

(6) 前払年金費用 △556 

(7) 退職給付引当金(5)＋(6) △2,583 

 

３ 退職給付費用に関する事項 

(1) 勤務費用 590百万円

(2) 利息費用 215 

(3) 期待運用収益 △153 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 145 

(5) 過去勤務債務の費用処理額 △116 

(6) 退職給付費用 681 

(注) １ 厚生年金基金及び適格年金に対する従業員拠出額を控除しています。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1) 勤務費用」に計上しています。 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準 

(2) 割引率 2.00％ 

(3) 期待運用収益率  

① 厚生年金基金 2.90％ 

② 適格年金 2.30％ 

(4) 数理計算上の差異の処理年数 

 

 

５年(発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度より費用処理する方法) 

(5) 過去勤務債務の処理年数 

 

２年(発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による按分額を費用処理する方法) 
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当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

厚生年金基金：当社は、平成７年７月１日から従来の退職金制度の一部について久光製薬厚生年

金基金制度を採用しています。 

適格年金  ：当社は、昭和41年３月１日から退職金制度に上積みして適格退職年金制度を採用

しています。 

退職一時金 ：当社及び国内連結子会社は、退職金規定に基づく退職一時金制度を採用していま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を払う場合があります。 

 

２ 退職給付債務等の内容 

(1) 退職給付債務 △10,699百万円

(2) 年金資産 6,543 

(3) 小計(1)＋(2) △4,155 

(4) 未認識数理計算上の差異 1,969 

(5) 合計(3)＋(4) △2,185 

(6) 前払年金費用 △523 

(7) 退職給付引当金(5)＋(6) △2,709 

 

３ 退職給付費用に関する事項 

(1) 勤務費用 665百万円

(2) 利息費用 199 

(3) 期待運用収益 △152 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 528 

(5) 過去勤務債務の費用処理額 0 

(6) 退職給付費用 1,241 

(注) １ 厚生年金基金及び適格年金に対する従業員拠出額を控除しています。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1) 勤務費用」に計上しています。 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準 

(2) 割引率 2.00％ 

(3) 期待運用収益率  

① 厚生年金基金 2.90％ 

② 適格年金 2.30％ 

(4) 数理計算上の差異の処理年数 

 

 

５年(発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度より費用処理する方法) 
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(１株当たり情報) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

１株当たり純資産額 654.24円 １株当たり純資産額 765.23円

１株当たり当期純利益 101.28円 １株当たり当期純利益 118.77円

なお潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載していません。 

なお潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載していません。 

  当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する
会計基準」（企業会計基準委員会  平成14年９月25日
企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会  平成
14年９月25日  企業会計基準適用指針第４号）を適用し
ています。 

なお、これによる影響は軽微です。 

 
（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
前連結会計年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当期純利益（百万円） ― 10,822 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―     40 

普通株式に係る当期純利益（百万円） ― 10,782 

普通株式の期中平均株式数(千株) ― 90,784 

 

 (重要な後発事象) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

──── 

 

 

 

 

 

──── 
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生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

事業部門の名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

医薬品及び関連製品事業 66,340  △0.4 

   外用鎮痛消炎剤 

   その他の外皮用薬 

   医療用具 

   その他 

61,697  

3,042  

－  

1,600  

△0.2 

+64.9 

－ 

△45.7 

有線テレビ放送事業 －  － 

その他の事業 157  +37.6 

合計 66,497  △0.4 

(注)  １ 金額は販売価格により算定したものです。 

２ 上記金額には消費税等は含まれていません。 

３ 上記金額の算定からは生産を行っていない有線テレビ放送事業２社(佐賀シティビジョン㈱、㈱シーア

ールシーシーメディア)及びその他の事業に属する㈱タイヨー、タイヨー興産㈱及び㈱ジェノファンク

ションは除外しています。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは受注生産は行わず、すべて一般市場の動向等を勘案し、見込生産を行ってい

ます。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

事業部門の名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

医薬品及び関連製品事業  72,023 +6.6

   外用鎮痛消炎剤 

   その他の外皮用薬 

   医療用具 

   その他 

64,771 

2,827 

472 

3,951 

+5.4

+123.6

△5.8

△9.1

有線テレビ放送事業  1,639  +9.7

その他の事業  925 △4.7

合計  74,588 +6.6

(注)  １ 主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

前連結会計年度 当連結会計年度 相手先 
販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

㈱クラヤ三星堂 10,197 14.6 12,490 16.7

２  上記金額には消費税等は含まれていません。 

 

 
 


